
 

入　札　公　告 

 

　次のとおり一般競争入札に付する。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年１月２２日 

 

 

　　　　　                                  　支出負担行為担当官 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熊本県警察会計担当官  佐藤　昭一 

１　競争入札に付する事項 

　(1) 調達件名 

　　　熊本県警察学校及びけん銃射撃場並びに熊本県警察本部機動隊で使用する電気の調達 

　(2) 予定契約電力等 

　　　予定契約電力 147kW（警察学校）63kW（けん銃射撃場）78kW（機動隊） 

　　　予定使用電力量 292,267kWh（警察学校） 59,980kWh（けん銃射撃場） 170,794kWh　

    （機動隊）  　 

　(3) 調達件名の特質等　入札説明書による。  　 

  (4) 使用期間　令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの間 

　(5) 需要場所　入札説明書による。 

  (6) 入札方法　入札書に記載する金額は、各社において設定する契約予定電力に対する単

　　価及び使用予定電力量に対する単価を根拠（小数点以下を含むことができる。）とし、

　　当部局が提示する契約予定電力及び使用予定電力量の対価の総価を入札金額とするこ　

　　と。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセント

　　に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

　　を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

　　消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の

　　110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

   ※　入札書に記載する金額の算定に当たっては、力率割引又は割増、発電費用等に係る

　　 燃料価格変動の調整額及び電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特別

　　 措置法に基づく賦課金は考慮しないこととする。 

２　競争参加資格 

　(1) 予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

  (2) 予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。 

　(3) 令和７・８・９年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」

のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされている者であること。 

なお、当該資格に係る申請については、「競争参加者の資格に関する公示」（令和７

年３月31日付官報）に記載されている時期及び場所で申請を受け付ける。 

  (4) 契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

　(5) 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ず



る者として、国発注業務等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。 

　(6) 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている者であるこ

と。 

　(7) 省 CO ２化の要素を考慮する観点から、入札説明書に記載する基準を満たすこと。 

３　入札書の提出場所等 

　(1) 入札書の提出場所、問い合わせ先 

　　　〒862-8610　熊本県熊本市中央区水前寺六丁目18番１号　熊本県警察本部会計課施設

　　装備室用度係　電話：096-381-0110　内線2243 

　(2) 入札説明書の交付場所　熊本県警察ホームページでのダウンロードで配布する。 

　(3) 入札書の提出期限　令和８年２月 16 日 17 時 00 分 

　(4) 開札の日時及び場所　令和８年２月 17 日 10 時 00 分 

　　　　　　　　　　　　　熊本県警察本部庁舎３階会議室 

４　その他 

　(1) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨 

　(2) 入札保証金及び契約保証金　免除 

　(3) 入札者に求められる義務　この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入札書

　　のほかに入札説明書に示す必要書類を上記３の(1)の場所に入札書の提出期限までに提

　　出しなければならない。入札者は、提出した書類に関し説明を求められた場合は、それ

　　に応ずる義務を有するものとする。 

　(4) 入札の無効に関する事項  本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書及

　　び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

　(5) 契約における特約事項　この入札による契約は、当該契約に係る発注者の令和８年度

　　歳入歳出予算が成立したときをもって効力を生じるものとする。 

  (6) 契約書作成の要否　要 

　(7) 落札者の決定方法　本公告に示した物品を納入できると支出負担行為担当官が判断し

　　た入札者であって、予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の

　　制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  (8) 手続における交渉の有無　無 

　(9) 詳細は入札説明書による。 


